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特集◆朝鮮半島の安全保障

日米韓関係の現在地
冷戦後における安全保障協力の展開

石田智範
（防衛研究所）

はじめに

2023 年 8 月 18 日、ワシントン郊外の大統領別
荘キャンプ・デービッドに集った日米韓三か国の
首脳は会談を行い、「三か国関係の新たな章が幕
を開けた」として「日米韓パートナーシップの新
時代」を宣言した（1）。成果文書の一つである「キャ
ンプ・デービッド原則」の冒頭には、三か国が「イ
ンド太平洋国家として、国際法の尊重と共有され
た規範、そして共通の価値に裏打ちされた自由で
開かれたインド太平洋を引き続き推し進める」こ
と、そして「力や威圧によるいかなる一方的な現
状変更の試みにも強く反対する」ことが謳われて
いる（2）。一見して、インド太平洋という地域概念
を軸に、日米韓の三か国協力に新たな意義づけが
なされたことは明白である。

とはいえ、国家間の外交関係において「新時代」
の幕開けが宣言されること自体は稀なことではな
い。事実、日韓、日米、米韓の二国間関係におい
ては、これまでに様々な場面で新たな時代の到来
が謳われてきた。それでは、果たして日米韓関係
における今日の展開の何が新しいのか。そして、
三か国関係に新たな要素をもたらした背景は何で
あり、今後はどのような展開があり得るのか。そ
うしたことを考察するためにも、本稿では冷戦終
結以後の日米韓関係の来歴を振り返り、その文脈
に位置づけて今日の展開を捉えてみたい。

いうまでもなく、日米韓三か国関係の歴史は冷
戦の萌芽期にまで遡り、冷戦期を通じて構築され
た関係性は今日においてもなお三か国関係のあり
方を根底から規定している（3）。他方、冷戦終結と
時を同じくして北朝鮮の核開発問題が浮上し、以

後の日米韓関係は同問題への対処を軸に展開した
ことから、冷戦期と冷戦後の三か国関係のあり方
には質的に断絶があることも確かである。そこで
本稿では、まずは今日の三か国関係のあり方によ
り直接的なつながりを持つ冷戦後の展開に焦点を
当てて、日米韓関係の「現在地」を確認すること
にしたい。

1．	米朝枠組み合意と六者会合の時代の日米韓関係

1993 年 3 月、北朝鮮は核不拡散条約（NPT）
からの脱退を宣言する。国際原子力機関（IAEA）
が求める「特別査察」の受け入れを拒んだ末に、
もはや国際的な核不拡散体制には与しないとの姿
勢を明らかにしたのであった。この事態を受けて
アメリカのクリントン（Bill Clinton）政権は北朝
鮮との直接交渉に乗り出すことを決断し、結果と
して北朝鮮は NPT からの脱退を「留保」するこ
とに同意する。しかし、査察受け入れの具体的な
条件をめぐって北朝鮮と IAEA の対立は続き、
北朝鮮が 1994 年 5 月に原子炉からの使用済み核
燃料棒の取り出しに着手すると事態は一挙に緊迫
した。核燃料棒の取り出しは、過去における原子
力活動の検証を不可能とし、また北朝鮮にプルト
ニウム抽出の機会を与える点で看過し得なかった
のである。

早急な対応が求められる中でクリントン政権は、
北朝鮮の核施設が所在する寧辺へのピンポイント
爆撃も選択肢に含めて軍事力行使の可能性を検討
する。とはいえ、限定的な攻撃といえども全面戦
争に拡大する可能性が高く、その場合には「最初
の 90 日間で米軍兵士の死傷者が 5 万 2 千人、韓
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国軍の死傷者が 49 万人」に上り、さらに戦費も
610 億ドルを超えるとの国防当局による見積もり
を前にして（オーバードーファー，カーリン 2015: 
323）、大統領としても軍事力の行使には慎重にな
らざるを得なかった。クリントン政権は不測の事
態に備え、北朝鮮を抑止し、さらに北朝鮮に圧力
を加えるために米軍の大規模な増派計画を進めつ
つも、同時に外交的な解決の道を模索する。しか
し、国連安保理における北朝鮮への制裁決議の採
択に向けて関係国との調整を進めるアメリカに対
して、北朝鮮が国連制裁の発動は「宣戦布告とみ
なす」と恫喝する中で、軍事衝突の回避に向けた
道筋は見えていなかった。

こうして米朝両国が軍事衝突の瀬戸際まで立
ち至った第一次核危機は、アメリカのカーター

（Jimmy Carter）元大統領の訪朝を契機として収
拾が図られる。金日成から核計画の凍結と IAEA
査察官の残留について言質を得たとするカーター
の呼びかけに応える形で米朝両国は交渉を再開し、
1994 年 10 月には「枠組み合意」の署名にこぎ着
けた（4）。「枠組み合意」の柱は、プルトニウムの
生産が容易な黒鉛減速炉から軍事転用が比較的困
難な軽水炉へと北朝鮮の原子炉を置き換えること
にあり、北朝鮮における軽水炉の建設とその完成
を待つ間の代替エネルギーとして年間 50 万トン
の重油の提供にアメリカが責任を負う代わりに、
北朝鮮は現存する黒鉛減速炉と関連施設の活動を
凍結し、さらに軽水炉の完成に先立ってそれを解
体することを約束したのであった。

冷戦後における日米韓三か国関係の輪郭を形づ
くったのは、以上に述べた第一次核危機の経験で
あり、その帰結としてもたらされた「枠組み合意」
であった。米朝間で展開された危機のエスカレー
ションを防ぐ上で、日韓両国が果たし得る役割に
は自ずと限界があった。しかし、米朝両国が軍事
衝突の回避を共通利益として確認し、事態の収拾
へと局面が移ると、アメリカは日韓両国に協力を
求めることになる。そして、アメリカの働きかけ
を契機として、冷戦後における日米韓三か国協力
の姿が立ち現れるのであった。

この時期における三か国協力の直接の舞台となっ
たのは、「枠組み合意」を受けて 1995 年 3 月に立ち

上げられた朝鮮半島エネルギー開発機構（Korean 
Peninsula Energy Development Organization: KEDO）
である。アメリカは、重油の供与については自国
が負担する代わりに、軽水炉の供与については日
韓が経費を負担すべきとの立場から「枠組み合意」
の署名に先立って両国を説得し、了解を取り付け
ていた（山本 2022: 124-126）。すなわち「枠組み
合意」は、その履行において日米韓三か国の協力
が図られることを重要な前提としていたのであり、
そのための三か国協力のプラットフォームがKEDO
なのであった。

朝鮮半島の安全保障に関与するアメリカが、地
域の同盟国に負担の分担を求めるという基本的な
構図において、KEDO をめぐる三か国協力は冷
戦期における協力の延長にあった。とはいえ、韓
国支援をめぐる負担分担のあり方が日米の間で議
論された冷戦期とは異なり、経済発展を遂げた韓
国にも相応の役割が求められた点は新しかった（5）。

こうして、いわば冷戦後における日米韓三か国
協力を象徴するものとなった KEDO は、同時に
三か国の結束の強さを測る試金石でもあった。最
初にその機会が訪れたのは 1996 年 9 月である。北
朝鮮の特殊潜水艦が韓国東部の海岸で座礁し、工
作員が上陸して逃亡する事件が起きると、韓国の
金泳三政権は北朝鮮の謝罪がない限り KEDO 事
業を進められないとの立場を打ち出す。同年末に
北朝鮮が事件について遺憾の意を表明して再発防
止を約束するまでの間、KEDO 事業は中断を余儀
なくされた。さらに、1998 年 8 月末に北朝鮮が
テポドン・ミサイルを発射した際にも同様の構図
は繰り返される。北朝鮮のミサイルが日本上空を
横切る事態を受けて、日本政府は KEDO 事業の推
進を当面見合わせるとして、軽水炉建設の経費負
担を定める合意文書への署名を見送った（6）。「枠組
み合意」にもかかわらず北朝鮮が軍事的な工作活
動や示威行為を継続する中で、日韓両政府にとっ
て KEDO 事業の推進は決して容易ではなかったの
である。

結果として、こうした試練は日米韓三か国の結
束を固める作用を持った。その過程で大きな役割
を果たしたのは、かつてアメリカの国防長官とし
て第一次核危機に対峙したウィリアム・ペリー



30	 現代韓国朝鮮研究 第 23号（2023.11）

（William Perry）である。1998 年 11 月、クリント
ン政権から北朝鮮政策の見直し作業を託されたペ
リーは、国務省の「北朝鮮政策調整官」として日
韓両政府とも緊密に協議を行い、その成果を盛り
込んだ報告書を 1999 年 10 月に提出する。ペリー
の報告書は、北朝鮮の非核化を導くために「枠組
み合意」の実効性を補強し、米朝双方による合意
の履行を確保することを主眼とするものであった。
そしてその観点から報告書は、同年 3 月に始動し
た三か国の高位級実務者協議の枠組みである日米
韓政策調整グループ（Trilateral Coordination and 
Oversight Group: TCOG）を通じて、今後も三か
国の北朝鮮政策の緊密なすり合わせを図ることを
提言していた。「いかなるアメリカの北朝鮮政策
も、韓国と日本の積極的な支持と実施における協
力を欠いては成功しない」というのが報告書の一
つの結論であった（7）。

TCOG の創設に見られるように、この時期に日
米韓三か国の協力が進展をみせたことは、クリン
トン政権下のアメリカが「枠組み合意」の履行を
目指しており、そのために日韓両国の協力を必要
としたことからすれば自然ではあった。しかし、
後述するように、北朝鮮への関与の局面という点
では同様の文脈にありながら、後の六者会合の過
程では日米韓三か国の結束を維持することが必ず
しも容易でなかったことに鑑みれば、「枠組み合
意」の履行過程において三か国の結束が図られた
事実は特筆に値する。

なお、同じ時期に日韓の二国間でも安全保障面
での協力関係が進展をみせたことは、日米韓三か
国の関係にとっても重要であった。第一次核危機
の最中である 1994 年 4 月には韓国の国防部長官
による来日が初めて実現し、日韓防衛首脳会談に
おいては練習艦隊の相互訪問や防衛当局間の実務
者対話の開始など、両国間での防衛交流を進める
ことが合意された（『日本経済新聞』1994 年 4 月
27 日）。これを受けて翌 1995 年 9 月の日韓防衛
首脳会談では、両国の防衛首脳による相互訪問の
定例化で一致し、その後日韓の防衛交流は軍首脳
間や部隊間の交流も含めて急速に拡大した（山本 
2012: 26; 冨樫 2017: 108-109）。さらに、1998 年
10 月の日韓首脳会談では小渕恵三首相と金大中大

統領が「日韓共同宣言」を発表して「両国間の安
保対話及び種々のレベルにおける防衛交流を歓迎
し、これを一層強化していく」ことを謳い、その

「行動計画」には同年 6 月に始動した外務・防衛当
局間の局長級協議枠組みである「日韓安全保障対
話」を「今後少なくとも年 1 回、継続して実施す
る」ことが明記された（8）。こうした日韓二国間に
おける安全保障協力の進展は、直接あるいは間接
に第一次核危機を受けたものであったといえる（9）。

総じて、第一次核危機の経験とその帰結として
の「枠組み合意」は、日米韓三か国の安全保障協
力を促す作用を持った。しかし、三か国協力の定
着を待たずして朝鮮半島は新たな危機を迎え、北
朝鮮の核問題をめぐる国際的な対応も刷新を迫ら
れる。そして日米韓関係は、その変化と無縁では
あり得なかった。

2002 年 10 月、北朝鮮による秘密のウラン濃縮計
画の存在を疑っていたアメリカのブッシュ（George 
W. Bush）政権は、平壌に特使を派遣して計画の
存否を直接に問い質す。すると、北朝鮮の高官は
居直るように計画の存在をほのめかしてみせた。
前政権が実績とした「枠組み合意」にかねて批判
的であったブッシュ政権は、北朝鮮高官の言明に
よって「枠組み合意」の前提は崩れたとみなして
重油供与の停止へと突き進む。同年 11 月、KEDO
において翌月以降の重油供与の停止が決定される
と、これに反発した北朝鮮は凍結していた核施設
の再稼働を表明して IAEA の査察官を国外退去
させ、さらに翌 2003 年 1 月には改めて NPT か
らの脱退を宣言した。「枠組み合意」の崩壊と、
第二次核危機の幕開けであった。この事態を受け
て KEDO は軽水炉建設事業についても停止を余儀
なくされ、やがて 2006 年には軽水炉事業の終了が
決定された（山本 2022: 158-161）。
「枠組み合意」の崩壊を見届けたブッシュ政権は、

さりとてそれに代わる北朝鮮政策を明確に描けて
はいなかったようである。結果として、クリント
ン政権の北朝鮮政策との差別化を意識したブッシュ
政権は、米朝の二国間ではなく多国間の枠組みで
北朝鮮に関与し、外交的な解決を図るとの方針に
帰着する。かくして 2003 年 4 月には米中朝の三
者会合が試みられ、それをステップにして同年 8
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月には中国を議長国とし、南北朝鮮にアメリカ、
日本、ロシアを加えた六者会合が立ち上げられた。

六者会合の発足は、北朝鮮の核問題を管理する
国際的なレジーム形成の試みとして画期的であっ
た。しかし、日米韓の三か国関係に限ってみると、
それは三か国協力の意義を相対化する効果を持っ
たように思われる。というのも、中ロを交えた五
か国が足並みを揃えて北朝鮮への関与を追求する
局面において、その枠内にある日米韓三か国の結
束を殊更に打ち出すべきかは、必ずしも自明でな
かったからである。北朝鮮問題をめぐる三か国協
力を象徴する枠組みであったはずの TCOG が、六
者会合の発足を受けて早々に非公式化され、いわ
ば六か国の枠組みに吸収される形で立ち消えと
なったことは、そうした変化の最たるものであっ
た。この時期に日韓の間では靖国神社参拝問題や
竹島問題が頭をもたげ、また米韓の間でも北朝鮮
政策をめぐってアプローチの違いが際立つなど三
か国の足並みの乱れが顕在化したことも、同様の
文脈から捉えることができるように思われる。な
お、歴史認識問題の争点化を受けて日韓首脳間の
シャトル外交は 2005 年 6 月以降中断し、また日韓
安全保障対話も 2004 年からの 3 年間は開催が見送
られるなど、日韓二国間の安全保障協力も停滞を
免れなかった。

2．	ポスト六者会合時代の日米韓関係

2005 年 9 月には、北朝鮮が「すべての核兵器
及び既存の核計画を放棄」して「核兵器不拡散条
約及び IAEA 保障措置に早期に復帰」するとの
約束を明記した共同声明を採択するなど（10）、六
者会合は重要な成果を残した。しかし、同時期に
アメリカが発動した金融制裁措置を受けてマカオ
の商業銀行にある北朝鮮関連口座が凍結されると、
反発した北朝鮮は六者会合への参加を拒み、2006
年 10 月には初となる核実験の実施に踏み切る。
これに国際社会は、北朝鮮への制裁措置を定めた
国連安保理決議 1718 の採択をもって応えた（11）。
北朝鮮が核実験やミサイル発射を行う度に、新た
な安保理決議に基づき制裁措置が加重されるとい
う、その後に続くパターンの鏑矢であった。六者

会合を通じた協議自体はブッシュ政権末期の
2008 年末まで続けられたものの、北朝鮮の核問
題への国際的な対応は、関与から圧力の再形成へ
と次第に軸足を移すこととなった。

2009 年 1 月アメリカに発足したオバマ（Barack 
Obama）政権の北朝鮮政策は、こうした局面の転換
に沿ったものとなった。同年 5 月の北朝鮮による二
回目の核実験を受けて、クリントン（Hillary Clinton）
国務長官は「戦略的忍耐（strategic patience）」と
呼称するアプローチを打ち出す（12）。その要諦は、
関与と圧力の両者を適切に組み合わせて非核化に
向けた北朝鮮の実質的な措置を引き出すことにあ
り、六者会合の枠組みは否定せずとも会合の開催
自体を目的とすることは避けて、北朝鮮の態度に
変化がみられるまで経済制裁によって国際的な圧
力を高めていくことが当面の対処となった。

こうして北朝鮮に対する国際的な圧力の再形成
を目指したオバマ政権にとって、日米韓三か国協
力の重要性はいわば自明であった（13）。オバマ政
権の発足から間もない 2009 年 5 月、各国の国防
担当閣僚が集うアジア安全保障会議（シャングリ
ラ・ダイアローグ）の機会を捉えて日米韓三か国
の防衛相会談が初めて実現し、その後毎年の開催
が定着したことは、そうしたオバマ政権の姿勢を
表す端的な例である。同様の文脈から、2010 年
には 7 月の米韓合同演習と 12 月の日米共同演習
への日韓両国によるオブザーバーの相互派遣が実
現し（14）、さらに 2012 年 6 月には朝鮮半島南方沖
での日米韓三か国による共同演習が実現した（15）。
なお、この間 2011 年 1 月の日韓防衛相会談で両
国は軍事情報包括保護協定（GSOMIA）と物品
役務相互提供協定（ACSA）の締結を目指すこと
で一致するが、それは 2 年に及ぶオバマ政権の働
きかけを踏まえたものであった（『朝日新聞』2010
年 12 月 11 日）（16）。

その後の展開に照らして重要なのは、すでにこ
の時期に日米韓三か国が、北朝鮮問題への対処に
とどまらない三か国協力の新たな意義づけを見出
しつつあったことである。そのことは、北朝鮮に
よる延坪島砲撃事件の翌月、2010 年 12 月に開か
れた日米韓外相会談の共同声明に明白である。ワ
シントンに集った三か国の外相は、日米韓三か国
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が北朝鮮問題にとどまらず「地域の平和、繁栄及
び安定を維持し、より自由で開かれた貿易の利益
を拡大し、全世界的に自由、民主主義及び人権を
促進、保護することについて、深く、持続的な関
心を共有する」として、「テロ、大量破壊兵器の
拡散、海賊、気候変動、感染症、エネルギー安全
保障、グリーン成長の促進、航行の自由、海上安
全保障等の地球規模の課題」についても共に対処
していく意思を共同声明に謳ったのであった（17）。
三か国が共有する課題として末尾に挙げられた

「航行の自由」と「海上安全保障」は、この時期
すでに国際的な関心を呼んでいた南シナ海問題を
念頭に置いたものである。南シナ海における中国
の振る舞いが国際秩序に波紋を広げる中で、日米
韓の三か国はその問題への対処においても協力を
模索したのであった。

しかし周知の通り、日米韓の三か国協力はその
後、紆余曲折を辿ることになる。その第一義的な
理由は、歴史認識問題をめぐって日韓関係が繰り
返し困難に陥ったことにあった。韓国の憲法裁判
所は 2011 年 8 月、元慰安婦への補償について韓国
政府が交渉による解決を日本側に働きかけないの
は違憲であるとの判決を下す。同年 12 月には、韓
国の市民団体がソウルの日本大使館前に少女像を
設置した。慰安婦問題については法的に解決済み
であり国家補償には応じられないとする日本政府
と、「誠意ある措置」を求める韓国政府の協議が
平行線を辿った末の 2012 年 8 月、李明博大統領
は韓国大統領として初めてとなる竹島上陸を敢行
する。これに先立つ同年 6 月には、日韓 GSOMIA
への署名が韓国側の事情により突如延期されると
いう一幕もあった。歴史認識問題をめぐって日韓
関係が膠着状態に陥る中で安全保障分野での協力
もその影響を免れず、2015 年末に日韓慰安婦合
意が形成されるまでの間、日米韓三か国の枠組み
での各種協議や共同演習の取り組みは停滞を余儀
なくされたのであった。2013 年 12 月のバイデン

（Joe Biden）副大統領による日韓歴訪や 2014 年 3
月の日米韓首脳会談の開催など、日韓の仲介を図
るべくオバマ政権が重ねた取り組みは、日韓関係
によって三か国協力が妨げられることに対する同
政権のフラストレーションの表れでもあった。

2015 年末の日韓慰安婦合意を受けて、2016 年
に入ると日米韓の三か国協力は一旦、再始動へと
向かう。2016 年 6 月にはハワイ周辺海域で日米
韓三か国が弾道ミサイルの探知・追尾を行う警戒
訓練を初めて実施し、以後 2017 年にかけて同訓
練の実施は 6 回を数えた。また、2017 年 4 月に
は三か国共同の対潜水艦訓練が初めて実施され
た（18）。この間、2016 年 11 月に日韓両国は、延期
となっていた GSOMIA の署名にもこぎ着けてい
る。とりわけ 2017 年は、1 月に発足したアメリカ
のトランプ（Donald Trump）政権が、核実験と
ミサイル発射実験を重ねる北朝鮮への軍事力行使
も辞さないとの姿勢を打ち出したこともあり、日
米韓の安全保障協力が脚光を浴びる年となった。
同年 7 月の日米韓首脳会談において、三か国が

「北朝鮮に対して最大限の圧力をかける」ことを共
同声明に謳ったのは（19）、そのハイライトであった。

しかしその後、2018 年に入ってトランプ政権
が米朝首脳対話のプロセスに舵を切ると、日米韓
の三か国協力は改めて結束を試されることになる。
北朝鮮問題をめぐる国際的な対応が関与の局面へ
と急速に転換する中で、三か国の政策調整を図る
ことの難しさが改めて浮き彫りになったのであっ
た（20）。そして日米韓の三か国協力の意義が相対
化される流れの中で、日韓の間では歴史認識問題
が再び頭をもたげることになる。2018 年の秋に
韓国の大法院が元徴用工に対する日本企業の賠償
責任を認める判決を下すと、同年 12 月には韓国
海軍艦艇による自衛隊機への火器管制レーダー照
射事件が起こり、翌 2019 年 8 月には日本政府に
よる対韓輸出規制措置に反発した韓国政府が日韓
GSOMIA の終了を日本政府に通告するなど、日
韓関係は坂道を転がり落ちるように悪化の一途を
辿ったのであった。歴史認識問題を背景に悪化し
た日韓関係が局面の転換を迎えるには、2023 年 3
月の韓国政府による徴用工問題の解決策の発表を
待つことになる。その間、特に 2022 年 5 月に尹
錫悦政権が発足するまでの間、日米韓三か国の安
全保障協力は停滞を免れなかった。

こうして、歴史認識問題をめぐる日韓の対立が
日米韓三か国の協力を阻害してきたことは明らか
である。しかしこれに加えて、中国問題をめぐっ
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て足並みが揃わなかったことも、この時期にお
ける三か国協力の停滞を助長したように思われる。
2011 年 6 月の日米安全保障協議委員会（2＋2）
において、「中国による国際的な行動規範の遵守
を促す」ことと「航行の自由の原則を守ることに
より海上交通の安全及び海洋における安全保障を
維持する」ことを日米両国の「共通の戦略目標」
として確認したように（21）、中国が国際秩序に投
げかける問題に共同で対処することについて、日
米の二国間に大きな齟齬はなかった。また、先に
も触れた 2010 年 12 月の日米韓外相会談の共同声
明において「航行の自由」と「海上安全保障」が
共通の課題として挙げられたことが示すように、
韓国の李明博政権には慎重ではありつつも南シナ
海問題をめぐって日米両国と政策のすり合わせを
図ろうとする姿勢があったように思われる。しか
し、2013 年 2 月に朴槿恵政権が発足して以降、南
シナ海問題をめぐって韓国の姿勢は目に見えて後
退することとなった。北朝鮮に影響力を持つとさ
れ、また経済面でも急速に存在感を増す中国との
関係を重視した朴槿恵政権にとって、南シナ海問
題をめぐって日米両国と足並みを揃えることは困
難だったのである（平岩 2016）。2015 年 10 月、米
韓首脳会談後の共同記者会見において朴槿恵大統
領と並んだオバマ大統領が、米韓関係と韓中関係
は二律背反ではないと断りつつも中国が国際的な
規範とルールに従うことの重要性を強調し、「も
しも中国がそうし損ねた場合には、わが国がそう
しているように韓国も声を上げることを期待する」
と注文を付けたのは（22）、この時期の米韓間、ある
いは日米両国と韓国との間の対中姿勢のズレを象
徴する場面であった。こうした韓国の対中姿勢は
2017 年 5 月に発足した文在寅政権にも基本的に
引き継がれ、その間、日米韓協力の意義は北朝鮮
問題への対処に事実上限定されることとなった。
その構図が、三か国協力の基盤を脆弱なままにし
たといえる。

3．インド太平洋時代の日米韓関係

日本政府が「自由で開かれたインド太平洋（Free 
and Open Indo-Pacific: FOIP）」の概念を公式に打

ち出したのは 2016 年 8 月のことである（23）。とは
いえ、インド太平洋という新たな地域概念が国際
的に浸透していく過程で決定的に重要であったの
は、2017 年 11 月のトランプ大統領によるアジア
歴訪を前後して、アメリカが「自由で開かれたイ
ンド太平洋」のビジョンを公式に受け入れたこと
であった（24）。以後、2018 年 5 月末に「太平洋軍」
の呼称を「インド太平洋軍」へと改め、翌 2019
年 6 月には国防総省が「インド太平洋戦略報告書」
を公表するなど（25）、アメリカはインド太平洋と
いう地域概念を内面化していった。

こうしてインド太平洋時代が幕を開ける中で、
韓国もその流れと無縁ではいられなかった。事実、
早くも 2017 年 11 月、日本に続いて韓国を訪問し
たトランプ大統領と文在寅大統領の間で行われた
米韓首脳会談の共同プレス発表には、米韓同盟が

「インド太平洋地域の安全と安定、そして繁栄の
ための要（linchpin）」であることをトランプ大統
領が強調した、との一節が盛り込まれる（26）。と
はいえ、それはあくまでもトランプ大統領を主語
とする言明であり、韓国の文在寅政権は日米が主
導するインド太平洋の地域概念を受け入れること
にむしろ慎重であった。そしてその観点から文在
寅政権が注力したのが、独自の構想である「新南
方政策」の推進である。2017 年 11 月、米韓首脳
会談の直後にインドネシアを訪問した文在寅大統
領は演説において「新南方政策」を公式に発表し
た（27）。米中対立が深刻化する最中に打ち出され
た「新南方政策」の狙いが、ASEAN やインドと
いった地域諸国との連携強化を通じて地域の分断
を回避することにあったことを踏まえれば（李鍾
元 2020: 83）、日米両国がインド太平洋の地域概
念に基づく政策構想の推進で一致する中で韓国が
独自の構想の推進に注力したのは自然であった。
以後、文在寅政権とトランプ政権の間では、実務
者協議を通じてアメリカの「インド太平洋戦略」
と韓国の「新南方政策」のすり合わせが図られ
る（28）。しかし、そこで両国の協力分野が「繁栄」

「人間」「平和」という「新南方政策」の枠組みに
沿って整理されたことが示すように、文在寅政権
とトランプ政権の間では、朝鮮半島を越えた地域
にまたがる米韓の安全保障協力は、「ローキーで
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ソフト」な課題を対象とするにとどまったので
あった（李鍾元 2020: 85）。

オバマ政権の人脈を引き継いで 2021 年 1 月に
発足したバイデン政権には（29）、インド太平洋の
文脈に位置づけて日米韓の三か国協力を立て直す
ことへの意欲が早くから鮮明であった（30）。そし
てその観点からバイデン政権は、日韓両国の関係
改善を促しつつ、インド太平洋の文脈における協
力の推進を文在寅政権に働きかける。2021 年 5 月
の米韓首脳会談の共同声明において両国が、「ルー
ルに基づく国際秩序を侵食、不安定化、あるいは
脅かすあらゆる行為に反対し、包摂的かつ自由で
開かれたインド太平洋の維持にコミット」するこ
とを確認し、「南シナ海やその他の地域における
航行と上空飛行の自由をはじめとする国際法の尊
重」と「台湾海峡の平和と安定」の重要性を強調
したことは（31）、その最たる成果であった。それま
で南シナ海問題や台湾問題への言及に慎重であっ
た文在寅政権が姿勢を改めた背景としては、米韓
首脳会談に先立つ 4 月の日米首脳会談に際して両
国が、それらの問題についてより踏み込んだ立場
を共同声明に謳っていたことが指摘できる（32）。ま
た、トランプ政権からバイデン政権への移行に
伴って、アメリカの対中政策のアプローチがより
包摂的で多国間主義的な、いわば韓国としても与
しやすいものへと変化したことも重要であったと
考えられる（阪田 2022）。

2022 年 5 月、日米両国と同じ目線でインド太
平洋地域の課題を語り、日韓関係の改善にも意欲
をみせる尹錫悦政権が韓国に発足したことは、イ
ンド太平洋の文脈で日米韓三か国協力の立て直し
を図るバイデン政権にとってまさに渡りに船で
あった。日米韓の三か国は同年 6 月のシャングリ
ラ・ダイアローグの機会に防衛相会談を、さらに
同月末の NATO 首脳会合の機会を捉えて首脳会
談を開催し、以後も 7 月の G20 外相会合や 9 月
の国連総会に合わせて外相会談を開くなど、三か
国の枠組みで緊密な対話を重ねる。また、6 月の
日米韓防衛相会談での合意を踏まえて、同年 8 月
にはハワイ沖で日米韓三か国による弾道ミサイル
の探知・追尾訓練が、さらに同年 9 月末には日本
海で三か国による対潜水艦訓練が実施された（33）。

そして、三か国協力の再構築に向けたこうした
取り組みの成果が文書の形となって結実したのが、
2022 年 11 月の日米韓首脳会談の際に発表された

「インド太平洋における三か国パートナーシップ
に関するプノンペン声明」である（34）。声明の冒
頭において三か国は、日米韓の協調が「かつてな
い水準」にあることを誇り、「包摂的で、強靭で、
安全な、自由で開かれたインド太平洋」の実現に
向けて三か国が「政府のあらゆるレベル」で協働
することを宣言している。その上で、南シナ海問
題を念頭に「不法な海洋権益に関する主張、埋立
地の軍事化及び威圧的な活動を通じたものを含め、
インド太平洋の海域におけるいかなる一方的な現
状変更の試みにも強く反対する」との原則的な立
場を確認するとともに、ASEAN 諸国や太平洋島
嶼国をはじめとするインド太平洋地域諸国への支
援や経済安全保障上の諸課題への対処において三
か国が緊密に連携を図ることを謳ったのであった。

「プノンペン声明」を画期として日米韓の枠組み
は、日米豪印の枠組みである Quad と並ぶインド
太平洋地域における主要な協力枠組みとしての位
置づけを明示的に与えられたのである（阪田 2023）。

冒頭で触れた 2023 年 8 月の日米韓首脳会談と
その際に発表された一連の成果文書は、「プノン
ペン声明」で打ち出された三か国協力の内容を敷
衍するとともに、将来にわたって日米韓の枠組み
が有効に機能するように三か国協力の制度化を図
ることを主眼としたものであった。すなわち、首
脳・閣僚級をはじめとする各種の三か国協議を毎
年の定例開催とすることや、三か国共同演習の毎
年の定例実施が共同声明に謳われたのである（35）。
とりわけ、インド太平洋地域をめぐって三か国の
全般的な政策調整を図る場として、「日米韓イン
ド太平洋対話（Trilateral Indo-Pacific Dialogue）」
の毎年の開催が打ち出されたことは注目される。
それはいわば、かつて北朝鮮問題をめぐる三か国
の政策調整の場として機能した TCOG を、イン
ド太平洋の文脈に置き直して蘇生させる試みであ
る。そして、こうした三か国の政策調整枠組みの
変遷は、朝鮮半島の安全保障に関与するアメリカ
を地域の同盟国である日本と韓国が支える構図か
ら、普遍的な原則に根差した国際秩序を三か国
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が共同で支える構図への変化という日米韓関係の
構造的な展開を集約的に表現しているように思わ
れる。

おわりに

冷戦後における日米韓三か国の協力を意義づけ
たのは、基本的には北朝鮮の核問題への対処の必
要性であった。そして、日米韓の各国が同問題に
対処する上で三か国協力の枠組みが持った重みは、
国際的な対応が北朝鮮への関与の局面にあるのか
それとも圧力形成の局面にあるのかによって、ま
た北朝鮮問題に共同で対処する国々の内に日米韓
の三か国が占める比重の大きさによって左右され
たといえる。例えば、北朝鮮への関与の文脈から
六者会合が立ち上げられた局面においては、日米
韓協力の意義は相対化され、希薄化されることを
免れなかった。北朝鮮問題をめぐる日米韓三か国
の政策調整の枠組みであった TCOG が、六者会
合の発足と時を同じくして立ち消えになったこと
はその最たる例である。

こうして北朝鮮問題への国際的な対処の局面に
応じて三か国協力のモメンタムに揺らぎが生じた
のは、裏を返せば、三か国が協力の対象を北朝鮮
問題という単一のイシューに限定してきたことの
結果でもあった。その意味で、三か国協力の対象
が北朝鮮問題のみならずインド太平洋地域の国際
秩序にまつわる諸課題を含んだものへと大きく拡
大された昨今の展開は、三か国協力の持続力にも
関わる構造的な変化であるといえる。

それでは、こうした検討を踏まえて今後の日米
韓関係はどのように展望できるだろうか。そこには、
米中関係の帰趨を分岐点として、大きく二つのシ
ナリオが想定できるように思われる。まずもって
米中対立が一層先鋭化し、インド太平洋地域にお
ける陣営間対立の構図が深まっていくシナリオに
おいては、日米韓三か国の結束を促す力学が強く
作用することになると考えられる。もっとも、その
展開においては北朝鮮問題をめぐって中国の協力
を得る見込みが低下することから、外交的手段に
よって北朝鮮の非核化を実現するという日米韓三
か国の共通目標の実現は遠のかざるを得ないだろう。

他方、米中両国が決定的な対立に陥ることなく
関係を安定的に管理し、その構図の下で北朝鮮に
対する関与の局面が再び訪れるというシナリオも
考えられる。そして、日米韓三か国の結束が試さ
れるとすれば、この局面においてであろう。冷戦
後の展開に示されたように、北朝鮮への関与の局
面においては、日米韓の三か国に結束を維持する
インセンティブは働きにくい一方で、北朝鮮に強
い影響力を持つとされる中国に協力を求めるイン
センティブは強く働くことが見込まれる。それは
いわば、インド太平洋時代における日米韓協力の
意義について問い直しを迫る展開である。

そうした場面においても三か国が共通の目標を
見失うことなく、足並みを揃えて効果的な対応を
打てるかどうか。そこに、「新時代」を迎えた日
米韓関係の真の課題があるように思われる。

＊本稿の内容は筆者個人の見解であり、防衛省・防衛
研究所を代表するものではない。
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